
 

   

令和 7 年 3 月 

令和６年度 私立大学等経常費補助金交付状況の概要 

 

１．制度の概要 

（１）私立大学等経常費補助金は、①私立大学等（私立の大学・短期大学・高等専門学校）の 

教育研究条件の維持向上、②学生の修学上の経済的負担の軽減、③私立大学等の経営の健全

性向上に資するため、日本私立学校振興・共済事業団が国から補助金の交付を受け、これを

財源として全額、学校法人に対して設置学校の経常的経費について補助するものである。 

 

（２）この補助金には、各学校における教職員数や学生数等に所定の単価を乗じて得た基準額を

教育研究条件の状況に応じ傾斜配分する「一般補助」と、教育研究に関する特色ある取組に

応じ配分する「特別補助」がある。 

 

２．交付状況 

（１）令和 6 年度交付学校数は 849 校、交付総額は 2,979 億 7,468 万 7 千円であり、このうち一

般補助は 2,771 億 5,023 万 5 千円、特別補助は 208 億 2,445 万 2千円となっている。（表 1） 

 

（２）学校種別の交付額は、大学 2,859 億 677 万 2 千円、短期大学 118 億 3,168 万 1 千円、高等

専門学校 2 億 3,623 万 4千円となっている。（表 2） 

 

（３）特色ある教育の展開、特色ある高度な研究の展開、地域社会の発展への貢献、社会実装の

推進といった改革に全学的・組織的に取り組む学校に対する支援を強化するため、「私立大学 

等改革総合支援事業」として、225 校に対し増額配分（一般補助及び特別補助）を行った。（表

3） 

 

（４）特別補助においては、「令和 6 年能登半島地震、梅雨前線、9 月豪雨からの復興支援」を新

設し配分するなど、補助内容の充実を図った。「東日本大震災からの復興支援」については、

令和 5 年度に引き続き、東日本大震災復興特別会計において 5,273 万 9千円を配分した。 

また、令和 6 年度より、少子化を乗り越えるレジリエントな私学への構造転換を図るため、

日本の未来を支える人材育成を担い、付加価値を創出する新たな私立大学等のあり方を提起

し、将来を見据えたチャレンジや経営判断を自ら行う経営改革の実現を図るとともに、その

知見やノウハウの普及・展開を図る取組を支援するため、「少子化時代を支える新たな私立大

学等の経営改革支援」を新設し、55 校に対し配分（一般補助及び特別補助）した。（表 4） 

 

（５）令和 6 年度に交付を行わなかった 65 校の事由は（表 5）のとおりである。 

 

（６）管理運営等に問題がある法人等に対しては減額又は不交付の措置を講じることとしており、

令和 6 年度には 3 法人 3校に減額措置、3 法人 5校に対して不交付措置を講じた。（表 6） 

 

（７）各学校への交付額は、別添「令和 6年度私立大学等経常費補助金 学校別交付額一覧」のと

おりである。 

（お問い合わせ先） 

日本私立学校振興・共済事業団 助成部 

助成部長     野田 03（3230）7291 

補助金課長   鴇田 03（3230）7292 



（表１）交付額総括表

（単位：千円）

区　　分

一 般 補 助

特 別 補 助

計

※（　　）書きは前年度の数値

※「特別補助」「計」には、東日本大震災復興特別会計分52,739千円（前年度91,406千円）を含む。

（表２）学校種別の補助金交付状況

（単位：校、千円）

１校当たり 学生１人当たり

( 624) ( 585) ( 487,136) ( 142)

626     588     486,236     144        

( 289) ( 256) ( 48,460) ( 144)

284     259     45,682      151        

( 4) ( 2) ( 118,197) ( 147)

4       2       118,117     151        

( 917) ( 843) ( 353,045) ( 142)

914     849     350,971     144        

※（　　）書きは前年度の数値

（表３）私立大学等改革総合支援事業による増額

（単位：校、千円）

区　　分
支援対象
学校数

特別補助に
よる増額

増 額 計

( 198) ( 3,692,249) ( 11,499,735)

186     3,722,950   10,954,205  

( 40) ( 431,688) ( 526,069)

39      391,040     471,411     

-       -           -           

-       -           -           

( 238) ( 4,123,937) ( 12,025,804)

225     4,113,990   11,425,616  

※（　　）書きは前年度の数値

一般補助に
よる増額

( 7,807,486)

( 94,381)

-           

7,231,255   

補助金の平均額

( 236,393)

( 297,616,975)

236,234         

297,974,687     

( 277,074,223)

( 20,542,752)

( 297,616,975)

交　付　額

11,831,681      

交　付　額

( 284,974,773)

( 12,405,809)

285,906,772     

297,974,687       

20,824,452        

277,150,235       

学校
総数

交付
学校数

計（平均額）

区　　分

短 期 大 学

高 等 専 門 学 校

大 学

大 学

短 期 大 学

高 等 専 門 学 校

計

80,371      

-           

7,311,626   

( 7,901,867)



（表４）特別補助の交付状況

（単位：校、千円）

交付
学校数

( 345)

323     

( 183)

140     

( 218)

214     

( 645)

629     

( 7)

5       

( 238)

225     

(‐)

55      

(‐)

78      

( 70)

(‐)

( 728)

717     

※（　　）書きは前年度の数値

※別途、一般補助による増額を実施

890,000         

( 310,310)

( 1,573,585)

1,244,948       

( 2,370,304)

 Ⅵ 「私立大学等改革総合支援
　　事業」の支援対象校に対する
　　増額

( 20,542,752)

20,824,452      

( 4,123,937)
※別途、一般補助による増額を実施

4,113,990       

・教育研究環境復旧費
・授業料減免事業等支援

    令和５年梅雨前線・台風第２
　　号、令和６年能登半島地震か
　　らの復興支援

( 131,647)

(‐)

 Ⅷ 令和６年能登半島地震、
    梅雨前線、9月豪雨からの復
    興支援

(‐)

221,532         

 Ⅶ 「少子化時代を支える新たな
　　私立大学等の経営改革支援」
　　の支援対象校に対する増額

計

 Ⅴ 東日本大震災からの復興支援
( 91,406)

 Ⅳ 大学院等の機能の高度化

(‐)

区　　分

 Ⅲ 大学等の国際交流の基盤整備

52,739          

( 11,941,563)

11,746,865      

交　付　額

2,257,397       

備考（主な新規支援事項等）

 Ⅰ 成長力強化に貢献する質の
　　高い教育

 Ⅱ 社会人の組織的な受入れ
296,981         



（表５）交付を行わなかった学校の事由内訳

（単位：校）

大　 学 高等専門学校 計

11 (17) 1 ( 1) 12 (19)

3 ( 3) 0 ( 0) 10 (14)

2 ( 2) 0 ( 0) 2 ( 2)

17 (13) 1 ( 1) 34 (32)

3 ( 2) 0 ( 0) 5 ( 5)

2 ( 2) 0 ( 0) 2 ( 2)

38 (39) 2 ( 2) 65 (74)

※（　　）書きは前年度の数値

注1　未完成…設置後完成年度（修業年限）を超えていない学校

注2　募集停止…学生募集が停止されている学校

注3　他省庁補助…日本社会事業大学、産業医科大学（文部科学省以外から補助金を交付されている学校）

注4　私立大学等経常費補助金取扱要領４(1)の規定に基づき不交付措置を講じたもの

　   …東京女子医科大学（管理運営不適正／不公正な入学者選抜）、

       日本大学・日本大学短期大学部（管理運営不適正）、

       東京福祉大学・東京福祉大学短期大学部（管理運営不適正）

注5　その他…放送大学、沖縄科学技術大学院大学

不交付事由 短 期 大 学

未 完 成 0 ( 1)

募 集 停 止 7 (11)

他 省 庁 補 助 0 ( 0)

申 請 の 無 い も の 16 (18)

私立大学等経常 費補 助金
取扱要領４(1)の規定に基づき
不交付措置を講 じた もの

2 ( 3)

そ の 他 0 ( 0)

計 25 (33)



（表６）令和６年度　減額又は不交付法人一覧

私立大学等経常費補助金取扱要領４(1)の規定に基づき、減額又は不交付措置を講じた法人

（１）新規に不交付措置を講じた法人

法 人 名
６ 年 度
の取扱い

1
東 京 女 子
医 科 大 学

不 交 付

（２）前年度以前に減額又は不交付措置を講じ、前年度の減額又は不交付措置を据え置いた法人

法 人 名
６ 年 度
の取扱い

1 工 学 院 大 学
５ ０ ％
減額交付

2 日 本 大 学 不 交 付

3
茶屋四郎次郎
記 念 学 園

不 交 付

（３）前年度以前に減額又は不交付措置を講じ、今年度に措置を緩和した法人

法 人 名
６ 年 度
の取扱い

1 山 野 学 苑
７ ５ ％
減額交付

2 金 井 学 園
５ ０ ％
減額交付

事　　由対 象 学 校 名

東 京 女 子 医 科 大 学
学校法人の管理運営が
適正を欠くもの／

入学者選抜における不適切な事案

対 象 学 校 名 事　　由

工 学 院 大 学
学校法人の管理運営が

適正を欠くもの

山野美容芸術短期大学
学校法人の管理運営が

適正を欠くもの

福 井 工 業 大 学
学校法人の管理運営が

適正を欠くもの

日 本 大 学
日 本 大 学 短 期 大 学 部

学校法人の管理運営が
適正を欠くもの

東 京 福 祉 大 学
東京福祉大学短期大学部

学校法人の管理運営が
適正を欠くもの

対 象 学 校 名 事　　由


